
　令和4年9月期における、とよしんの自己資本比率は、国内基
準の4％、国際基準の8％を大きく上回る9.72％となりました。自
己資本比率は金融機関の経営体力を示す指標であり、皆様に
安心してお取引きいただけますように、今後とも「堅実経営、健全
経営」を行ってまいります。

自己資本比率

　預金積金残高は、地域の皆様よりのご信頼のもと、1兆7,902
億円と令和4年3月期に比して527億円の増加となり、堅調に推
移しました。

預金積金残高

●信用金庫法及び金融再生法に基づく開示債権比率
　（総与信に対する不良債権比率）
　信用金庫法及び金融再生法に基づく不良債権比率は、2.78
％と、令和4年3月期に比して0.02ポイント上昇しました。

不良債権比率

　融資金残高は、住宅ローンなど個人ローンを中心に地域の皆
様への積極的な取組みにより、8,796億円と令和4年3月期に比
して79億円の増加となりました。

融資金残高

　とよしんの財産である会員勘定（出資金・特別積立金等）は
767億円となり、より内部留保を充実することができました。

内部留保

　令和4年9月期（上半期決算）は、業務純益13億円、経常利
益12億円、当期純利益10億円となりました。また、令和2年3月
期より開示を追加している実質業務純益は16億円、コア業務純
益は15億円となりました。

収益状況（業務純益、経常利益、当期純利益）

　令和4年9月末の当金庫の自己資本比率は9.72％となりました。自己資本比率は、金融機関の経営体力を示す指標であり、出資金・
利益準備金・特別積立金等の「自己資本の額」を「分子」として、各資産にリスク・ウェイトを乗じた合計額の「リスク・アセット」を「分母」と
して算出します。

とよしんの健全性、安全性、成長性

自己資本比率の状況

　令和4年9月末現在の信用金庫法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権は、厳格な資産査定により245億32百万円
となり、令和4年3月末に比べ4億23百万円増加しました。
　また、この不良債権245億32百万円のうち、貸倒引当金と担保・保証などにより保全されている部分が183億84百万円あり、カバー率
は74.94％となっています。

（注1） 対象となる債権は、貸借対照
 表の次の各勘定に計上され
 ているものです。

 1）貸出金
 2）貸付有価証券
 3）外国為替
 4）未収利息
 5）貸出金に準ずる仮払金
 6）債務保証見返
 7）当金庫保証付私募債

（注2） 左記は部分直接償却後の
 金額です。
（注3） 改正信用金庫法施行規則
 による定義変更より、リスク管
 理債権と金融再生法開示債
 権の一本化が図られました。

◆破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは
　破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始申立て等の事由により経営破
綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
◆危険債権とは
　債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪
化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高
い債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」に該当しない債権です。
◆要管理債権とは
　信用金庫法の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債
権」に該当する貸出金の合計額です。
　（1）「三月以上延滞債権」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から

三月以上遅延している貸出金で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債
権」及び「危険債権」に該当しない貸出金です。

　（2）「貸出条件緩和債権」とは、債務者の経営再建等を図ることを目的として、
金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債
務者に有利となる取決めを行った貸出金で、「破産更生債権及びこれらに
準ずる債権」、「危険債権」及び「三月以上延滞債権」に該当しない貸出
金です。

◆正常債権とは
　債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がない債権であり、「破産更生債
権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」及び「要管理債権」以外の債権です。

信用金庫法開示債権（リスク管理債権）及び金融再生法開示債権

　有価証券の運用にあたっては、安全かつ確実な運用を心掛けております。

1．売買目的有価証券 該当ありません 4．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式で
　時価のあるもの　　　　　　　　該当ありません
5．市場価格のない株式等及び組合出資金
　

1. 貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
2. 上記の「その他」は、外国証券及び投資信託等です。
3. 市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

3．その他有価証券
2．満期保有目的の債券 該当ありません

　主に地域の皆様への貸出金増加等の要
因からリスク・アセットが増加し、自己資本比
率が低下しておりますが、自己資本は順調に
増加しています。

　リスク・アセットの詳細については、バーゼルⅢ 第三の柱に関する定量的な開示事項を
　ご参照ください。

有価証券の時価情報
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（単位：百万円）

区　　分 残　高 残　高
（A）

担保・保証・貸倒引当金
等による債権保全額（B）

カバー率
（B）／（A）

合　　計
正常債権
（小　計）

要管理債権
三月以上延滞債権
貸出条件緩和債権

危険債権

破産更生債権及び
これらに準ずる債権

令和4年3月期 令和4年9月期 保全状況

●自己資本比率の推移
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自己資本比率（①自己資本の額÷②リスク・アセット ）

合　計（自己資本の額）

項　　目 令和4年9月期

出 資 金
利 益 剰 余 金
外部流出予定額（△）
一 般 貸 倒 引 当 金

合　計

項　　目 資産の額 リスク・アセット
オン・バ ラン ス 取 引

オフ・バ ラン ス 取 引

C V A リ ス ク

オペレーショナル・リスク

R3.3 R3.9 R4.3 R4.9

合　計

区　分
子 会 社 株 式
関 連 法 人 等 株 式
非 上 場 株 式
組 合 出 資 金

貸借対照表計上額
（単位：百万円）

① 自己資本の額 （単位：百万円） ② リスク・アセット （単位：百万円）

コア資本に係る基礎項目

コア資本に係る調整項目（△） 区　分
株　　式
債　　券
国　債
地方債
社　債
そ の 他
小　計

株　　式
債　　券
国　債
地方債
社　債
そ の 他
小　計

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの

合　計

貸借対照表計上額 取得原価 差　　額
（単位：百万円）

（注）

1. （注） 組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第31号2021年6月17日）第24-16項に基づき、時価開
示の対象とはしておりません。 
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434,172 442,742 △8,569

77,396 ÷ 795,779 = 9.72％

10.47％ 9.92％10.21％ 9.72％

5 6

TOYOSH IN  REPORT  2 0 2 2 ９月期


